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I. はじめに
田
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安 雄
ケインズ経済学の基本的視点は，需要が供給を引き出すという「逆セイ法則」にあり，需要の決
定要因の分析が重要とされて，供給側の考察は，「古典派の第一公準」という，企業の最大利潤達成
の雇用決定の原則を認める程度であった。この場合に利潤の存在は当然に想定されているので，古
典派の完全競争企業による一般均衡理論とは相容れないと思われる。 1980年代に入ってから，いわ
ゆるニューケインジアン達によって不完全競争企業を前提とした，マクロ経済モデルによる一般均
衡分析が盛んになってきたのは，上述のような背景に基づいており，不完全競争のゲーム論的展開
や新しい生産関数・効用関数の理論などを，マクロ経済学に積極的に採り入れて，精緻な分析が行
われている。
本稿は不完全競争のうちの複占企業のゲーム論をふまえて，マクロ的一般均衡分析を， Dixon
(1987)およびMankiw(1988)のモデルに依拠して再構築する。そのモデルの特徴は財や労働の
実物面のみを把握し，貨幣的側面が欠如していることにある。 Dixonは家計の効用関数へ実質貨幣
残高を変数として入れているが，それは金融資産保有高を表すに過ぎない。もっともこの変数の存
在は， DixonのAS-AD分析に欠かせない重要性をもっている。
＊本稿は平成10年度関西大学学術研究助成基金（共同研究）による成果の一つであることを記し，謝意を表します。
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第2節で複占企業の分析と結果を整理し，第3,第4および第5の各節では， DixonとMankiw
による理論の導出を詳しく展開しながら，両者の比較を行う。そして第6節は消費効用の関数に
CES型を想定して，代替弾力性がMankiwの主張に関係することを示す。最後に付録において，
CES関数とコブ＝ダグラス関数の関連を，学生向けに解説する。
2. 推測的変動を考慮する複占企業
当面の経済においては，単一の複合財のみが生産され，その財価格をPと記して，その財の需要
の価格弾力性を 1と想定しよう。したがって，財の逆需要関数はつぎのように表される。 Yをその
財需要量として，
P=pY-1 ({3> 0) (1) 
いまこの財の生産は企業Aと企業Bの複占になっているものとし，与えられた資本設備を前提に，
直接的費用は投下労働賃金に等しいという簡単な費用関数
C1=WN1 (i=A, B) (2) 
を想定する。ここにWは貨幣賃金率， N1fま企業iの雇用労働量を示す。さらに各企業は同じ規模で，
同一技術を用いて生産するとして，その生産関数をfと記せば，企業iの生産は
Y1=f(N1) (i=A, B) (3) 
と表される。ここに限界生産力は逓減するものと考えられるので，
f'> 0 > f" (4) 
の関係がある。生産関数 (3) を代入して， (2)式はつぎのように書き換えられる。
c1= wJ-1 (Y;) (2') 
したがって企業iの利潤は
冗1=PY1―wf→(Y1) (5) 
になる。当然のことながら
Y=YA+Ys (6) 
である。 (6)式と (1)式を考慮に入れて， i=Aの場合の (5)式を下記のように書き換える。
冗:,.=f3YA/(YA+Ys)-wf→ (YA) (7a) 
同様にして企業Bの利潤は
咋 =f3Ys/(Y入+Ys)-wf→ (Yi叫 (7b)
と表される。
ところで各企業は自己の利潤を最大化するように生産量を決めるものと考える。その際，他企業
が生産量を変動させると推測して，その推測的変動 (conjecturalvariation)を両企業とも同じ大き
さ (</J) と想定する。すなわち
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この想定の下に， (7a)式を YAで微分して，ゼロと置けば，つぎのようになる。
O= 
d冗A＝ /3 /3兄(1+cf,) 
dYA YA+ Ye (Y; け Ye>2
-w[j-1(YA)〕
=t-(t)が1+</,)-; 
=P-P2p-1 YA (1 +<f,)-w/f' 
同じように (7b)式を％で微分してゼロと置くと
0 =P-P2p—1YB(l+</,)-w/f' 
を得る。 (9a)式と (9b)式から
兄＝％＝
p(P-w/f') 
戸 (1+</,) 
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(9a) 
(9b) 
(10) 
が導出される。 w/f'は1単位の財生産の限界費用を意味する。最適生産量 (10)を(6)式へ代入し
て， (1)式と連結することによって
P= 
2(P-w/f') 
l+<f, 
(11) 
が得られる。かくして最適生産における限界利潤率(μ)は， (11)式よりつぎのように求められる。
μ= 
P-w/f'I+</, ＝ p 2 (12) 
μ は推測的変動(</,)によって決まり，クールノー均衡の場合には (</,=0),μ=1/2になる。通
常，ー l<</,<1と考えられるので， 0 <μ< 1が成立する。
そして実質賃金率は (11)式と (12)式より，
, I-rp w -=/ p 2 =/'(I-μ) 
と表現できる。さらにまた，実質利潤総額は， (5)・(6)・(13)の各式を考慮して，
冗 W
-=Y-2-J-1 p p 
1-1 
=Y-(1-μ)j'-Y 
YA 
となる。ここで生産関数fについて，
f'(N, い (Y;)
Y; 
dY; N; 
dN; Y; =e 
その弾力性を E (O<c<l) 
(15)の想定の下で， (14)式は下記のように表現される。
!J=(l-(1-μ)c) Y 
と想定する。すなわち
(13) 
(14) 
(15) 
(14') 
cが1より小さな正値をとるとの想定は， (4)の限界生産力逓減の想定と両立する。もし eを1と
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置けば，それは投入労働量Nぷ対して生産 Y;が比例するという，規模に関する生産カ一定を想定す
ることを含意する。 Dixon(1987)は最初のモデルでは cを1と置き，第2のモデルでは (4)の限
界生産力逓減を想定している。次節ではDixonの第2モデルに沿って分析が行われ， Cの値は 1よ
り小さな或る正値と想定される。
さらに費用関数 (2)に固定的労働費用 o(> 0)を追加する場合には，
C;=wN, 心 (i=A, B) (2") 
となるが， (13)式までのすべての帰結はこの場合にも妥当する。しかし (14)と (14')の両式の右
辺へはーU/Pを追加しなければならない。この修正で
冗=(1-(1-μ) E)PY-U (16) 
が導出される。ところでMankiw(1988)はcを1と置いた場合，すなわち（固定的労働を除く）
労働の平均生産力と限界生産力が一致している場合，を想定しており，その場合には (16)式は
冗=μPY-U (16') 
に帰着する。そして簡単化のため，この場合に財生産 Y;に投下される労働量況の比率（定数）に W
を乗じた値を vと記すと， (2")式は
c;= vY;+cS (1 = wN, ⑰) (17) 
へ変形される。 Mankiwが (17)の形の費用関数を採用しているのは，上述の e=1の想定に基づ
いていることが明らかになった。
3. Dixonモデルによる AS-AD分析
Dixon (1987)では全消費者の効用関数が
U=CaLtJ(M/P}Y (18} 
と表される。ここに a•{J ・ッは 1 より小さな正定数であり，それらの合計は 1 となり， C は財の消
費量， Lは余暇時間， Mは貨幣残高を示す。 (18)の効用関数に実質残高 (M/P)が入っている意味
は，金融資産の蓄積が全生活の満足度を高める項目として重視されていることであり，これによっ
て，価格変化は実質残高の変動を通して，財消費に影響を及ぼすことになる。
いま当初の貨幣残高を M゜，最大可能な労働時間をZと記すと，労働供給量Nは
N=Z-L (19) 
であるので，全家計の予算制約式は
PC+M~w(Z-L) +M・ サ (20)
と表される。価格受容者 (price-taker)としての全家計は， (20)式の制約の下に (18)式の効用を極
大化し，消費者均衡が成り立つ状態において， C·L•Mを決定すると考える。すなわち
P=aU/aC 
w=aU/aL 
l=aU/aM 
を計算すると， (21a)式より
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(21b) 
(21c) 
PC=aca LP(M/P)ア
(21b)式より
wL=pca LP(M/P)ツ
そして (21c)式より
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(22a) 
(22b) 
M=yCa LP(M/P)ツ (22c)
が導出される。効用極大化のために (20)の予算制約式が等号で成立することと， (22a,b, c)の3
式を辺々加算して
PC+wL+M=Ca LP(M/P)ア
となることを連結すると，
(23) 
ca LP(M/P)"=wZ+M'サ (23')
を得る。 (23')を(22a,b, c) の各式へ代入すれば，均衡のC•L•Mがつぎのように表される。
C=a(wZ+M・ 十冗）IP 
L=f3(Z+ (P/w) (M五）IP) 
(24a) 
(24b) 
M=ァ(wZ+M0十冗） (24c) 
価格受容者としての家計は， (24a,b, c) の各式に現れる W•P· 冗を，企業側の利潤極大化行動
の結果として受容するので， (13)式の w/Pと (14')式の冗IPを (24)の各式へ代入しなければな
らない。いま
1J =1-(1-μ)£> 0 
と記すと， (24a)式は，これらの代入を行って，
C= a(t'(l-μ)Z+芹+1JY)
= C(l-μ, 1JY+(M0/P)) 
(25) 
(26) 
(26') 
と表現できる。 (26')式はCを1-μ と11Y+ (M"/P)の二つの媒介変数に直接的に関係付けている。
第i媒介変数についてのCの偏微分がC;と書かれることに留意すると，
C1=af'Z 
C2=a 
となることが判る。
(27a) 
(27b) 
つぎに (24b)式の左辺へ (19)の関係を入れ，その右辺へ (13)式と (14')式を代入して，整理す
ると，労働供給量Nの決定式が
N= (l-[3)Z子(M~十冗）
= (l-[3)Z- /3 M・ 
/'(I-μ) p (+11Y) (28) 
=N(l-μ, 11Y+(M0/P)) (28') 
となることが判る。このうち (28')式は (26')式と同様に二つの媒介変数で表現した式で，それらに
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ついてのNの偏微分はつぎのようになる。
N,=f,(1-μ)一翡+11Y) (29a) 
-p 
N2= < 0 /'(1-μ) (29b) 
さて総供給(ASと略記） Yが総労働雇用Nにつぎのように依存することは，第2節での複占均衡
より明らかである。
Y=2J(N /2) (30) 
YのPに対する反応を知るために， (30)式をPについて全微分しよう。 (28')式と (29b)を考慮に
入れて，
dY ,dN 
布=/布
=f'N2 (d(江）十d(M"/P)dP dP) 
=/'叫翡―芦）
これを dY/dPについて解くと，
dY -f'l½M" 
布し=(1-が'N2)P2>。
が得られる。かくして AS曲線は右上りになることが判明した。
つぎに総需要 (ADと略記） Yは消費Cと政府支出（実質表示）
Y=C(l-μ, nY+(M"/P))+G 
(32)式をPについて全微分すると，
翡=C2(嘩掌）
となり， (33)式を整理して
dY -~M· 
布し=(1玉）p2< 0 
が得られ， AD曲線は右下りになることが判る。
(31) 
Gとの和である。すなわち
(32) 
(33) 
(34) 
いまGが一定のときのAS曲線と AD曲線を図 1にAS,とAD,。として描くと，両曲線の交点Eに
おいて均衡のYとPが決定し，それらを％と P0と記す。 E点においてGが1単位増大したときに
AD曲線はシフトするが，それは (32)式のYをGについて偏微分する（ただしPは不変のままとし
て）ことで求められる。
dY dY 
布 =C2元西+l (35) 
36 
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図1.DixonのAS-AD均衡
?
AS。
£' 
AD。 AD, 
? ?
したがって， (27b)を考慮して
dY I 志し=1-an>1 (36) 
を得る。 (aと1'/は両方とも 1より小さな正値をとることに留意する。）図 1において (36)式の示す
ケインジアン乗数はEE'の長さであって，それは価格を不変としたときの乗数値である。 Gの増大
に伴って価格も上昇して，図 1で新しいAD1線と ASo線と交わる E1点において，真の乗数値が公点
からの差として求まる筈であり，以下にその値を計算しよう。
Pも変化するとして， (32)のAD式をGについて全微分すると，
誓＝叫誓掌誓） +1 
となり，これを整理したのが次式である。
dY M0 dP 
(1-C21)元-+C2戸冗=l
つぎに (30)のAS式をGについて全微分すると ((28')式を考慮に入れて），
dY =/'N2 (1虹＿堕空
dG dG P2 dG) 
となり，これを整理して次式を得る。
(37) 
37 
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dY 
(l-11 f'N2) +f'N 
M0 dP 
--=O dG 2戸 dG (38) 
そして (37)と(38)の連立方程式の解として，
dY f'N2 /3 ＝ dG I I N2 -C2 = /3十a(1-μ) (39) 
が導出される。 (39)の乗数値は明らかに 1より小さな正値であり，図 1の Yi―Y0に等しい。そし
てμ が大きくなって， 1に近づくほど，この乗数値も大きくなって， 1へ接近する。逆にμ が小さ
くなって，ゼロに近づくほど，この乗数値も小さくなって， (l+(a//3))一1へ接近する。
4. Mankiwモデルによる投資乗数
Mankiw (1988)の消費効用関数は， Dixon型の (18)式から実質残高を除いた形の，
U=C≪v-≪(O<a<l) (40) 
となっている。そして第2節の最後において説明したように，総利潤は(16')式で表され，また各企
業の費用関数は(17)式が想定されている。本節では企業数が二つの場合の Mankiwのモデルを扱う
ことにする（彼は企業数を或る定数と置く）。そして Mankiwに従って，租税Tを家計の予算制約式
から控除し， Tを政府予算式へ入れる。しかし貨幣賃金率はW と明示する (MankiwはWを1と置
くが）ことにする。ゆえに全家計の予算制約式は
PC+wL=wZ+冗-T
と表される。この制約の下に (40)式の効用を極大化すると，消費者均衡において
PC=a(wZ+冗-T)
wL=(l-a)(wZ+冗-T)
が成立する。これらは (24a,b)式に対応する。
(41) 
(42a) 
(42b) 
つぎに Mankiwは公務員賃金と政府支出Gの合計が租税Tに等しいとして，均衡財政を想定した
が，我々は公務員賃金を省略し，政府支出額PGが租税を超える，赤字財政を想定して，財政赤字
額をDと表そう。すなわち
T+D=PG (43) 
総需要Yを消費Cと政府支出Gのみと考えるので， (42a)式と (43)式を考慮すると，
Y=a(晨 z+冗げ— c) +G 
となり，これに (13)式を代入してつぎのように整理する。
Y=a(l-μ)f'Z十二芦+(1-a) G 
他方，利潤の (16')式より
Y=;(!fo +げ）
38 
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(45) 
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が得られる。これらの二つの式を図2に描いて，両線の交点において均衡のYを求めることができ
る。この均衡点においてGを1単位増大したとき， TとPを不変とすると， (43)式にしたがってDIP
も1単位増大するので， DはPだけ増加しなければならない。 (45)式からはIP)を (44)式へ代入
して，
Y= (l-aμ)一1〔(l-a)G+a(D/P)+A〕
となる。ここにAは下記のように置かれている。
A= a(l-μ)f'Z-Zao/P 
(46)式により，上述の DIPの変化を考えて，
dY l 
dG=l-aμ> l 
(46) 
(47) 
(48) 
が得られる。 (48)式で示された投資乗数値は， TとPを不変に保持したまま，財政赤字増大を容認
することで得られた。それは Dixon理論の (36)式での乗数と同じもの (c:=1のとき 71=μ となる
ので）である。政府支出が価格に及ぼす効果を考慮に入れた， DixonのAS-AD均衡点の比較動学
分析を， Mankiwの場合にも行う必要があろう。
図2.Mankiwの乗数効果
?
(45)式
--
凸 rーr~ロニ―:;-
ー•------------
(44)式
? ?
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5. Mankiwモデルによる AS-AD分析
まず総需要の式， Y=C+Gへ (42a)式を代入して， (13)式の w/Pと (16')式の 1C/Pを考慮す
ると，
Y=a (t'(l-μ)Z+μY-T戸） +G (49) 
=C(l-μ, μY-(T+Zo)/P)+G (49') 
となる。 (49')式は第3節の (32)式に対応し， Cが二つの媒介変数によって表されている。その第
2媒介変数についての偏微分は
C2=a (50) 
となり，これは (27b)に等しい。 (49')式のYをGについて全微分すると， Pも変化するので，っ
ぎのようになる (Tは不変と想定）。
dY dY T+Zo dP 
dG =C2 (μす pz冗） +1 (51) 
ゆえに次式を得る。
dY T+Zo dP 
<1-aμ)dG―a(戸に=1 (52) 
つぎに総供給の式は (30)式であるが，労働供給Nは(19)式のLへ， (42b)式によって決まるLを
代入して求められる。それは
P 冗-T
N=aZ-(1-a)--
w p (53) 
となり，さらに(13)式と (16')式を代入すると，
N=aZ―f心―~:) (μY-T戸） (54) 
=N(l-μ, μY-(T+Zo)/P) (54') 
が得られ， (54')式は (49')式と同様の，二つの媒介変数による表現であり， Nの第2媒介変数につ
いての偏微分は下記のようになる。
-(1-a) 
N2= < 0 /'(1-μ) (5) 
いま (30)式のYをGについて全微分すると， Pも変化するので， (54')式を考慮に入れて，
dY dY T+2o dP 
冨 =f'N2(μ 元+(p2に〕 (56) 
となり，これは下記のように整理できる。
(『=-:)誓＋（昌.Tご）誓=O (57) 
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(52)式と (57)式の連立方程式を解けば所望の乗数値が得られる。すなわち
dY 1-a ＝ dG く 11-aμ 
(58) 
dP -P2 
元=r+2託゜ (59) 
(58)式の乗数がDixonモデルによる (39)式の乗数に相当することは明らかである。ここで (59)
式に示されるように価格が下落 (G増大のとき）するのは， AS-AD曲線の傾きに依存することを
以下に示そう。
まずAD曲線の傾きは， (49')式をPについて全微分すれば得られて
虹し＝ユ—(T+Zo)/Pら 0dP o l-aμ (60) 
となる。そして AS曲線の傾きは， (54)式のNを考慮しながら， (30)式のYをPについて全微分し
て，つぎのように導出される。
dY dPl = ―μ(I-a) (T+Zo)/P又 01-μa 5 (61) 
すなわち AD曲線と AS曲線の傾きが，図 1の場合とは反対になっている。したがって， AD曲線
がGの増大に伴って右方ヘシフトすると，新しいAS-AD均衡点は右下方へ移動するので， Yの増
大とPの下落が同時に生ずる。このことが (58) と (59)の解に対応する。 Mankiwモデルの家計
効用関数の中に実質貨幣残高が無く，家計予算制約式に租税が負の項目として入っているというこ
とが，上述の結果を生じさせた。
これまでは政府支出Gの変化があっても，租税Tは一括税として不変であると想定したが，つぎ
にTがYに一定税率てを乗じた値となると考えよう。すなわち
T=-rY (O<-,:<l) (62) 
と置き，上述と同様の方法によって， Gが増大したときのYの乗数値とPへの影響を算定すると，
dY/dGは (58)式と同じであるが， dP/dGは
dP P dY 
言 T+2o(-,:布―p) (63) 
となる。したがって (63)式より， (58) も考慮に入れて， dP/dGが正値になる条件は，
やP(~―=-:) (64) 
であることが判る。しかし(64)式の右辺における括弧内は 1より大きいので，この条件は満たされ
ないことになり，かくしてGの増大に伴ってPは下落する。
Molana = Moutos (1991)は (62)のような課税の式を導入して， DixonとMankiwのモデルで
の乗数値を再検討するが， G増大によるYへの影響について考察するに止まっている。
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6. CES効用関数を Mankiwモデルヘ導入する場合
Mankiwは財消費と余暇との間の代替弾力性 6を1と想定したが， Heijdra-Ploeg (1996)はそれ
を1以外へ拡大して， CES効用関数
U= 〔ac-p十(1-a)L-p〕ー1/p (65) 
を想定した（ただし p= (l/~)-1 と置く）。ここにグはゼロでも 1 でもない正値をとり， a はゼロ
と 1 の間の正値をとるものとする。~= 1の場合には(65)式に代わって， (40)式のコブ＝ダグラス型
になる。（詳細は付録に展開されている。）
(65)式をCについて偏微分して，消費者均衡条件 (21a)が満たされた状態を考えると，
PC=瓜aC-•+(I-a)L-•〕ー (I+茄 c-• (66) 
が成立する。同様に (65)式をLについて偏微分して，消費者均衡条件 (21b)が満たされた状態で
は，
wL= (I-a) 〔ac-p+(l-a)L-p〕ー<i+p)/pL -p (67) 
が成立する。 (66)式と (67)式を辺々加算して，
PC+wL= 〔ac-p十(1-a)L-p〕ー1/p (68) 
が得られる。
全家計の予算制約式(41)と(68)式を考慮すると， (66)式と (67)式はそれぞれつぎのように表され
る。
PC=aC-p(wZ+冗-T)l+p
wL= (l-a)L-p(wZ+冗-T)I+p
したがって， (66')式と (67')式から次式を得る。
P"C=が (wZ+冗-T)
w"L= (l-a)一"(wZ+冗-T)
さて総需要（実質表示）の式
Y=C+G 
へ (69)式のCを代入すると，
Y=P-"が(wZ+冗-T)+G
となる。ところで (17)式の中の vを(12)式へ考慮して得られる下記の定義式
μ-= (P-v)/P 
によって， Pは
P=v/(l-μ) 
と表される。 (72)式を (71)式へ代入して，
Y= ((l-:)a)"(wZ+ロー T)+G
が得られる。
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他方，供給側において(16')式が成立しており，これに(72)式のPを代入して，
冗=_!!!!_y -2a 
I-μ 
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(74) 
となる。 (73)式と (74)式が同時に成立するところで，均衡値のYと冗が決定する。その均衡のYは，
(74)式の冗を (73)式へ代入して，整理することによって，つぎのように求められる。
Y= 
〔(1-μ)a炉〕 •(wZ-T-2o)+G 
l-µ(l-µ)•-1 が砂6 (75) 
したがって，政府支出Gの乗数は， (72)式を考慮して，
dY 1 ＝ dG I-μaa pi-a (76) 
となる。もし 11=1 ならば (76) 式は (48) 式に帰着することは明らかであり， <r~1 の場合には， 0
の値が乗数値に影響を及ぼす。 (48)式の乗数値から (76)式のそれを差し引いて，その差を見ると，
11> 1の場合にはそれは正値をとり，がく 1の場合には負となる可能性が大きいことが判る。すなわ
ち， 11>1の場合には(76)式の乗数値は， 15=1のときより小さくなり， <1<lの場合には反対にな
るものと判断できる。
最後に労働の総供給と総需要について考察しよう。 Mankiw(1988)は均衡財政と公務員労働を想
定して，労働の需給が一致すると主張した。以下では，このような一致が消費と余暇の代替弾力性
ぴを 1と仮定したことに依ることを明らかにする。
労働総供給（地と略記）は Z-Lに等しく， Lに (70)式を代入して，つぎのようになる。
Ns = (1-(1-a) a W呵 Z-(l-a)aw―Cは一T) (77) 
他方，労働総需要 (N.辻略記）は， (17)式を考慮して，
N戸ぷ+N,叶 (2o)/w
= (11/w) Y + (2o) /w 
となる。 (72)式と (16')式によって
vY=(l-μ)PY=PY一冗ー2o
を得るので， (79)式を(78)式へ代入して，次式が得られる。
Nd= (P/w) Y-冗/w
(71)式を (78')へ代入して， T=PGの均衡財政を想定すると，
Nd=p1-aが Z+(pl-aが一1)(冗-T)/w
が導出される。
いまもし<$=1であれば， (77)式と (80)式は
Ns=aZ-(l-a)(冗-T)/w=Nd
(78) 
(79) 
(78') 
(80) 
(81) 
となって， Mankiwの主張は正しいが， 9が1以外の場合には， NSと閣はそれぞれ(77)式と (80)
式であって，同一ではない。
43 
140 関西大学「経済論集」第48巻第2号 (1998年9月）
付録.CES関数とコプ＝ダグラス関数
ここでは 1次同次 (linearhomogeneous)効用関数Fについて考察するが，生産関数に直ちに解
釈できる。いま財の消費をC,余暇をLと記して，
U=F(C, L) (A.I) 
を， CとLについて 1次同次の効用関数とすると， (A.I)式の両辺をLで除して，
U/L=F(c,l}=f(c) (c = C/L) (A.I') 
と表すことができる。F(C,L) =Lf (c)を考慮に入れて，F(C,L)をCまたはLについて偏微分する
と，下記のようになる。
aF 
―=/' 
aF ＝一ac'aL I cf' 
ところで同一無差別曲線上においては
aF aF -dC+-dL=O ac aL 
が成り立つので， (A.2)式を代入して，
dC -(aF/aL) I ＝ =c--dL aF/aC I' 
を得る。 (dC/dL)が負値をとることに留意する。
他方， CとLの代替弾力性 6を
d(logf 
-~+.1d~ 
と定義し (logは自然対数を表す），ぴはゼロでない定数と想定すると， (A.5)式より
dC 
d (log c) = <1• d (logはI)
の関係を得る。 (A.5')式より直ちに次式が導出される。 (Bを任意の定数とする。）
dC 
log c=log B+<1・log I互 1
したがって，また
麿I=pc u~ 
ただし/3=B-u~ と置いている。
ここで
1 p=--l 
(f 
44 
(A.2) 
(A.3) 
(A.4) 
(A.5) 
(A.5') 
(A.6) 
(A.6') 
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の記して， (A.4)式の絶対値を (A.6')式へ連結して，整理すると，
df de ＝ f c+(Jcp+l 
de (JeP-1 de 
＝一
e 1 + (Jc" 
となる。
いま <r=1の場合は， p=0であるから， (A.8)式はつぎのように簡単化される。
df de -=a-
I C （←土）
(A.9)式より直ちに (aを任意の定数として），
log /=log a+a• log c 
が求まり， (A.9')式の逆対数をとって， (A.1')式を考慮に入れると，
U=aca Ll-a 
が得られる。
つぎに <5"'-lの場合には， (A.8')式を積分すると (aを任意の定数として），
1 
log/=log c--Iog(l+f]c•)+Iog a 
p 
になる。 (A.11)式の逆対数をとって，
f=ac(l+f]cP)一1/p
が得られ， ここで
a=a-•, f3=(l-a)/a 
と置くと， (A.l')式を考慮に入れて，
U= 〔ac-p十(l-a)L-•〕ー 1/p
が導出される。
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